幹事クラスが50歳台職員の昇格･昇給制度の見直しに関わり人事院交渉
-7月19日

※この交渉情報は、ホームページ、機関紙、チラシ等には活用せず、内部意思統一用に止めてください。

　

公務員連絡会は7月19日、50歳台職員の給与の見直しに関わり人事院交渉を実施した。

　この交渉は、５月30日の交渉に引き続いて実施したもので、公務員連絡会から大塚副事務局長をはじめ幹事クラス交渉委員が出席し、人事院からは平野職員団体審議官、福田給与局次長、幸給与局参事官らが対応した。

交渉では、まず福田次長が「本日は、現段階における見直し内容を皆さんにお示ししながら、議論したい」とした上で、以下の通り、説明した。

(1)昇給制度については、50歳台後半層の職員の場合、現行ではＡ(極めて良好)は４号俸以上、Ｂ(特に良好)は３号俸、Ｃ(良好)は２号俸、Ｄ(やや良好でない)は１号俸、Ｅ(良好でない)は昇給なしとしているが、Ａは２号俸以上、Ｂは１号俸、それ以外は昇給なしとするとともに、50歳台前半層の職員の場合についても、現行50歳台後半層の職員と同様の昇給幅に抑制することを考えている。

(2)昇格制度については、行政職(一)３級相当以上の級に、下位の級の高位の号俸（５基幹号俸分の号俸(最高号俸を含め上位17号俸））から昇格する場合の号俸を抑制する。例えば、最高号俸から昇格する場合、いわゆる「直近上位方式」により決定される号俸から８号俸上位となるようにし、最高号俸より低位の号俸から昇格する場合は抑制が徐々に逓減するように号俸対応表を設定したいと考えている。

(3)昇給については、昇給させる場合の昇給の号俸数の改定など一部法律事項になるので、勧告することになる。昇格については人事院規則事項なので、規則改正を行うことになる。 

いずれにしても、できるだけ早く措置すべきであると考えている。

福田給与局次長の説明を受け、公務員連絡会側は以下の通り指摘した。

(1)50歳台の給与差についてはここ数年間にわたって課題となってきたが、公務員連絡会としては配分の問題として議論してきたところであり、引き続きこのスタンスで対応していく。ただ、50歳台の給与差の原因については、給与カーブや昇給、昇格など給与上の課題だけでなはなく、人事管理上の課題でもあることを申し述べておく。

(2)過日の夏季要求に関わる職員団体審議官交渉において、50歳台の給与見直しについては、当該職員にとっては重要な勤務条件であり、十分な議論をするよう申し入れたところだが、拙速な見直しとならないようにしてもらいたい。

(3)この間、給与カーブの官民比較で示されている民間データは、様々な賃金制度を取っている民間企業の従業員の賃金について年齢別の平均を算出した結果であり、他方、行（一）は国家公務員の給与体系という単一の仕組みの下における年齢階層別の平均であり、そもそもぴったり重なるべきデータとは言えないのではないか。

(4)公務の昇格実態についてデータを示してもらったが、50歳台前半と後半を比べると明らかに後半の方が高い役職に就いている職員の割合が多い。他方、賃構（H23、製造業、100人以上、男子）では後半になると部長、課長の割合が減っている。こうした実態を踏まえれば、多少の給与差があるのは当然のことではないか。

(5)人事院は昨年の報告で「公務と民間の昇進管理等には相違もあることから、年齢別の給与差が一定程度生ずるのはやむを得ない」としているが、さらに「若年層への給与の配分という面からみても、年齢別給与が全体として民間とほぼ均衡することが望ましい」という指摘は、若年層の格差縮小や40歳台後半層の逆格差に加え、本年の国公実態など直近のデータではさらに官民給与差の改善が予測されるなど、実態とややずれた認識に基づく指摘ではないか。

(6)50歳台前半層の職員の昇給抑制に関わって、49歳の職員と50歳の職員の間で勤務成績が同じ場合、逆転を生じることをどのように考えるのか。

(7)50歳台前半は官民の給与差も小さいことから、昇給、昇格を見直すことによって、官より民が高くなる可能性が高い。その場合、給与カーブを合わせるため、逆の方向に調整する必要が出てきかねない。50歳台前半の抑制は現給保障の廃止で十分であり、これ以上新たな措置は必要ないのではないか。

(8)雇用期間を延ばし高齢者にも本格的に働いてもらう、そのため能力・実績主義を強化していく中で、高齢期についてのみ特別に抑制することについて、給与差解消以外の合理的説明が必要ではないか。

(9)成績優秀で相対的に高位号俸となっている40歳台職員も昇格メリットが抑制されることは適当ではないのではないか。

(10)昇格制度の見直しにおいて、行政職(一)以外の他の俸給表についてはどのように考えているのか。

これに対し福田次長は以下の通り回答した。

(1)昇給、昇格制度の見直しについて拙速だというご指摘は、意見としては受け止めるが、昨年の報告でも触れていることであり、突然出てきた話ではない。50歳台における官民の給与差がある中で、昇給、昇格制度の見直しを行ってもすぐにその効果が出るわけでもなく、できるだけ早く実施する必要があると考えている。

(2)かつては全体として官民均衡を図ればよいという意識であったが、世の中の見方からすると、世代間において官民均衡を図ることも必要で、ラス比較は民間全体を把握するものではないことから、公務に近いであろうと思われる製造業について賃金構造基本統計調査の数字で民間全体を把握し、世代間で給与水準をできるだけ合わせていこうという認識にある。しかし昇給カーブをマイナスにすることまでは必要ないと考えており、国家公務員の給与が上昇する部分を抑制した上で、官民の給与差が若干残ることはやむを得ない。

(3)昇給抑制により49歳の職員と50歳の職員の間で勤務成績が同じ場合逆転を生じるという指摘は否定しないが、49歳と50歳で評価が同じだけれども昇給幅が違うということは制度上あり得る話で、現行でも55歳以上の職員の場合、昇給区分が良好な場合の昇給幅は、55歳に満たない職員は４号俸であるのに対し、55歳以上の職員は２号俸となっている。

(4)50歳台前半の官民の給与差については注視していくが、50歳台後半の給与上昇をできる限り抑えるためには、その前から抑制していく必要があるし、50歳台前半においても解消すべき給与差がある。

(5)40歳台で成績が優秀な職員については、昇格メリットの抑制をできるだけ受けないよう配慮して、抑制する号俸を設定している。

(6)基本的には行政職(一)見合いで見直すことを考えているが、俸給表によりいろいろな特性があるので細かく見ていく必要があり、行政職(一)より昇格メリットがマイナスになる部分があれば調整したい。

福田次長の回答に対し、公務員連絡会側は「官と民では職務や職の構成、人事管理等にも違いがあるなかで、はたして50歳台の官民の給与差を埋めるべきものなのか疑問だ」、「50歳台後半の官民の給与差を埋めるために、現給保障の廃止に加え、なぜ新しいことをやらなければならないのか全く理解できない」、「高齢層のみ特別に抑制することについて、給与差の解消以外の合理的説明が必要ではないか」、「50歳台後半の給与差を埋めるために40歳台後半や50歳台前半を巻き込んでまで昇給、昇格制度の見直しを行うと、制度的にメチャクチャになるのではないか」、「低い級からの昇格やもともと水準の低い俸給表を対象にすることは如何なものか」「50歳台後半の昇給抑制は昇給しなかった部分を新たに昇給させることにしたものであり、50歳台前半のように新たな措置で逆転現象を生じさせるものとは違う」など、さらに追及した。　

最後に大塚副事務局長が「本日においても、行政職(一)以外の俸給表をどうするか明らかになっておらず、引き続き十分な議論が必要だ。拙速な見直しには反対だ。50歳台前半における昇給、昇格の抑制は必要なく、やめてもらいたい。また特例減額期間中に、さらに給与を引き下げるということはあり得ないことだ。本日の議論を十分踏まえて、成案に向けた再検討をお願いしたい」と申し述べ、本日の交渉を終えた。

以上

